
理師免許が41,958件（平成19年度45,463件）
交付されており、累計交付数約347万件（平
成19年度約343万件）となっている。専門調
理師は、平成21年度の認定証書交付数が
1,031件（平成20年度1,109件）であり、累計
交付数32,927件（平成20年度31,897件）と
なっている。社団法人調理技術技能センター
では、高度な調理技術を生かして地域におけ
る食育推進運動のリーダーとして活躍できる
専門調理師を養成するために、「専門調理
師・調理技能士のための食育推進員認定講
座」を開催している。平成22年４月現在、
1,510名を食育推進員を認定しており、うち
38名を食育推進指導員としている。食育推
進活動等における専門調理師の活用を促して
いる。
社団法人全国調理師養成施設協会では、調
理師が食育推進活動で活躍できるようにする
ため、「第２回全調協食育フェスタ」（平成22
年２月）において、食育セミナー等を実施
し、情報提供や調理関係者の情報交換の場を
提供した。また、食育インストラクターを養
成するためのセミナーの開催や食育の実践に
向けた教育用冊子の作成等を実施した。さら
に、地元住民や小・中学生を対象として、食
の安全・安心への意識を高めるため、手作り
の楽しさが体験できる「食育教室」を会員で
ある調理師養成施設95校において実施した。
社団法人全日本司厨士協会は、厚生労働省
の「健康日本21」と、「健康づくりのための
食生活指針」の普及及び調理実習等の啓発活
動、国民の外食する機会の増加を踏まえた外
食料理の栄養成分表示の普及を推進するな
ど、日常の食生活上の問題点について、適正
な対応が行える普及啓発に努めている。「食
に関する基礎の習得」のために親子食育講習
会や小学校でのフランス料理を楽しむ集い、

「食に関する基礎の理解」を目的とした地産
地消・ホット料理コンテスト、「食に関する
知識と選択力の習得・健全な食生活の実践」
の活動を行っており、開催した小学校の校長
先生から感謝状や小学生から感謝の手紙を多
数もらっている。また、社会福祉施設へ会食
の慰問や児童養護施設へクリスマス慰問を
行っている。

健康づくりと食育推進

平成12年４月から「健康日本21」を推進
している。「健康日本21」は、すべての国民
が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会
とするため、壮年期死亡の減少、健康寿命の
延伸及び生活の質の向上を実現することを目
的とし、栄養・食生活、身体活動・運動等９
分野について具体的な目標を掲げ、疾病を予
防する一次予防に重点を置いた施策を推進し
ている。
現状として、男性の肥満者の割合（図表
-65）、女性のやせ（低体重）の者の割合（図
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成16～20年）

 図表…65 肥満者（BMI≧25）の割合の年次推移（20歳以上）
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成16～20年）

 図表…66 痩身（低体重）の者（BMI＜18.5）の割合の年次推移（20歳以上）
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成16～20年）

 図表…67 エネルギーの栄養素別構成比の年次推移（20歳以上）
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表-66）、朝食の欠食率（図表-35参照）、脂
肪エネルギー比率（図表-67）等について、
顕著な改善は見られていない。また、野菜摂
取量の平均に（図表-68）変化はなく、一日
に野菜を５皿以上食べている人は約３割しか
いない（図表-69）。
さらに、生活習慣病の一つである糖尿病が

「強く疑われる人」と「可能性が否定できな
い人」を合わせると約2,210万人と推定され、
糖尿病が増加しており（図表-70）、メタボ
リックシンドローム（内臓脂肪症候群）が
「強く疑われる人」あるいは「予備群と考え
られる人」は、40～74歳の男性の約２人に

１人、女性の約５人に１人である（図表
-71）など深刻な状況にある。
生活習慣病は、現在、国民医療費（一般診
療医療費）の約３割、死亡者数の約６割を占
めている（図表-72）。このため、平成20年
度から、メタボリックシンドロームに着目し
た特定健康診査・特定保健指導を実施してい
る。この制度は、生活習慣の改善に主眼を置
いたものであり、保健指導の実施によって、
悪性新生物以外の生活習慣病に係る国民医療
費の抑制に対応するものである。
また、生活習慣の改善には生活環境の整備
が必要であることから、厚生労働省補助事業

（年）

その他の野菜
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成16～20年）

 図表…68 野菜摂取量の年次推移（20歳以上）
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成20年）

 図表…69 野菜類の摂取状況（20歳以上）
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資料：厚生労働省「糖尿病実態調査」（平成９、14年）、「国民健康・栄養調査」（平成19年）

 図表…70 糖尿病有病者の推移（推計値）
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成18～20年）

 図表…71 メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の状況（20歳以上）
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「メタボリックシンドローム予防戦略事業」
として、地域、職域及び学校等の身近なとこ
ろで生活習慣の改善による健康増進を図る機
会を提供する事業を実施した。
保健所や市町村保健センターにおいては、
地域の健康増進計画に基づき健康づくりに関
する事業が行われており、管理栄養士等によ
る栄養指導や運動指導の実施、「食生活指針」
や「食事バランスガイド」の普及啓発、健康
づくりを支援する環境整備等の健康づくりの
活動を通じた食育に関する普及啓発活動が推
進されている。平成20年度に保健所及び市
町村で栄養指導を受けた者は約529万人、う
ち妊産婦は約326万人、乳幼児は約301万人
である（平成20年度地域保健・老人保健事
業報告）。
厚生労働科学研究「食育を通じた健康づく
り及び生活習慣病予防戦略に関する研究」で
は、「食育」を健康づくり、生活習慣病予防
につなげるため、効果的な研究事例を収集し
た「食育研究データベース」や各自治体が実

施している食育活動事例を集めた「行政取組
データベース」の構築を行った。自治体での
食育事例については、ホームページ（URL：
http://www.nutritio.net/shokuiku/toroku/
index.html）で公開している。データベース
の登録数は440事例を超え、地域、企業等が、
食育活動の推進に必要な情報を相互に情報交
換・共有することができるようにシステムの
構築が進められている。

一般診療医療費の構成割合

悪性新生物
　10.5%

高血圧性疾患
　7.4%

脳血管疾患
　6.9%

糖尿病
4.5%

虚血性心疾患
2.7%

その他
68.1%

死因別死亡割合

生活習慣病…58.9%

悪性新生物
30.0%

心疾患
15.9%

脳血管疾患
11.1%

糖尿病
1.3%

高血圧性疾患
0.5%

その他
41.1%

資料：厚生労働省「国民医療費」（平成19年度）
注： グラフ構成比の数値は四捨五入しているため、内訳の
合計が100％にならない。

資料：厚生労働省「人口動態統計」（平成20年）

 図表…72 生活習慣病の医療費に占める割合と死亡割合

食育を通じた健康づくり及び生活習慣病予防戦略に関す
る研究ー健康づくりに向けた「食育」取組データベース
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●歯科保健活動における食育推進

すべての国民が健やかで豊かな生活を過ご
すため、80歳になっても自分の歯を20本以
上保つことを目的とした「8020（ハチマル・
ニイマル）運動」の一環として、食生活を支
える口腔機能の維持等についての指導が推進
されてきた。
8020達成者の割合は、６年に１度実施さ
れている歯科疾患実態調査の結果によると、
昭和62年の7.0％から平成17年には21.1％へ
と上昇している。
平成19年６月には、社団法人日本歯科医
師会、日本歯科医学会、社団法人日本学校歯
科医会、社団法人日本歯科衛生士会の４団体
から国民すべてが豊かで健全な食生活を国民
的運動として広く推進することを宣言した
「食育推進宣言」が出された。
平成21年６月に島根県で開催された第４
回食育推進全国大会において、社団法人島根
県歯科医師会、社団法人日本歯科医師会、財
団法人8020推進財団・社団法人日本学校歯
科医会が共同で、「しまね歯ッピーかむかむ
大作戦・食べ方から食育推進」というテーマ
のもと、来場者に対して、「お口の健康セル
フチェック」を実施した。そして、セルフ

チェック調査の結果に基づき、レーダー
チャートによる食習慣を中心とした生活習慣
に関する情報提供を行った。
平成21年11月21日には、高知県において、

「健口維新！～長寿は歯と口の健康から～」
というテーマのもと、第30回全国歯科保健
大会が開催された。その中で、「かみかみ百
歳体操」の紹介などが行われた。
平成21年７月13日には、厚生労働省に設
置された「歯科保健と食育の在り方に関する
検討会」で、それまでの議論を踏まえ、「歯
科保健と食育の在り方に関する検討会報告書
「歯・口の健康と食育～噛ミング30（カミン
グサンマル）を目指して～」」が公表された。
同報告書において、食育推進に向けた今後の
取組として、各ライフステージにおける食育
推進の在り方、関係機関（職種）における歯
科保健と食育の推進方策、新たな視点を踏ま
えた歯科保健対策の推進などについて提言が
なされた（89頁トピックス参照）。
また、「8020運動推進特別事業」により、
各都道府県において、それぞれの特色を出し
た「8020運動」に関わる事業が展開されて
いる。その中で、噛み応えのある料理などを
用い、噛むことの大切さの教育など、食育に
関わる事業も実施されている。
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歯科保健と食育の在り方に関する検討会報告書の概要より
「歯・口の健康と食育～噛ミング30（カミングサンマル）を目指して～」
 平成21年７月13日

地域における食育を推進するための一助として、より健康な生活を目指すという

観点から、ひとくち30回以上噛むことを目標として、「噛ミング30（カミングサン

マル）」というキャッチフレーズを作成し、歯科保健分野からの食育を推進すること

が望まれるとの意見の集約を見ました。

食育推進の背景

●歯科保健の立場から食育を推進していくことの必要性

・ 近年の歯科保健を取り巻く状況を踏まえると、現在のう蝕や歯周病などの改善

を主眼に置いた対策に加え、「食べ方」の支援など、「食育」への関わりや、高

齢者への誤嚥
えん

や窒息防止に重点を置いた対応を図っていくことが一層求められ

ています。

食育推進に向けた今後の取組

●各ライフステージにおける食育推進の在り方

・ 小児期では、歯・口の機能の発達状況に応じた支援、成人期では、食べ方によ

る生活習慣病対策に関わる支援、高齢期では、口腔機能の維持の支援や機能減

退による誤嚥
えん

・窒息の防止を始めとする安全性に配慮した支援など、各ステー

ジに応じた食べ方の支援が必要とされています。

●関係機関（職種）における歯科保健と食育の推進方策

・ これまで食育に関して主体的な役割を担ってきた管理栄養士や栄養教諭などの

関係職種や、食生活改善推進員などのボランティア団体については、歯科医師

及び歯科衛生士と積極的に連携を図り、例えば、離乳期の歯・口の機能の発達

をはぐくむ「食べ方」の支援などを行っていくことが重要です。

・ 家庭に対するサポート体制と地域連携の在り方については、食に関わる地域で

生活する住民や職種が、それぞれの専門性の一部を共有しながら食育を推進し

ていくことが望まれます（図参照）。
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第4節　健康づくりのための取組の推進



医学教育等における食育推進

すべての医学生が卒業までに最低限修得す
べき教育内容を定めた「医学教育モデル・コ
ア・カリキュラム」においては、食生活と疾
病の関連等に関して、①予防医学を概説でき
る、②生活習慣に関連した疾病の種類、病態
と予防治療について学ぶ、などを学習目標と
して設定しており、これらに基づき、各大学
において医学教育等の改善・充実に取り組ん
でいる。

食育の推進に当たっては、教育関係者、農
林漁業者、食品関連事業者等の関係者間の連
携と、各分野における積極的な取組が不可欠
である。食品関連事業者等は消費者との接点
が多いことから、食育の推進に占める役割は
大きく、様々な体験活動の機会の提供や健康
に配慮した商品・メニューの提供、食に関す

２  第5節
食品関連事業者等による
食育推進

図　食べ方の食育への拡がりと口腔保健・食に関わる多分野の連携

国　民
（家族）

Trans-disciplinary team
食に関わる多分野の連携
（職領域や支援の場に垣根はなく、
多職種が多様な支援の場でチーム
を組んで支援する。）

食に関わるすべての関係者が「食育」を通じて国民（家族）を支援する
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●新たな視点を踏まえた歯科保健対策の推進

・ 今後の歯科保健対策の在り方については、近年の少子高齢化の進展や国民のニー

ズなどを的確に把握し、う蝕予防にとどまらず、高齢者に対する歯科保健対策や

食育に関する取組など、幅広く検討を進めていくことが望ましいとされていま

す。

・ 食育を推進するための保健医療関係者などの教育・研修の充実に加えて、歯科保

健の土台である「食べ方」を中心とした食育推進のための人材を育成することが

必要です。
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